
                                                                            
 

資料１－１ 

 

「大阪市次世代育成支援行動計画（後期計画）」（平成22～26年度）の概要 

「次世代育成支援行動計画（後期計画）」とは 
○平成 15年 7月に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基づく 5年を１期とする行動計

画。急速な少子化の進行等をふまえ、次代の社会を担うこどもが健やかに生まれ、かつ、育成

される環境の整備を図る。 

○本市では、平成17年3月に「大阪市次世代育成支援行動計画（前期計画）」（平成17～21年

度）を策定した。 

○平成 20年 12月に「次世代育成支援対策推進法」が一部改正され、平成 21年 3月に「行動計

画策定指針」が改正された。仕事と生活の調和の実現の視点や社会的養護体制の整備の推進な

どが追加され、PDCAサイクルの確立の重要性が示されている。 

○本市でも、平成 20年度に子育て世帯や若者を対象に実施したニーズ調査の結果もふまえなが

ら、平成22年3月に後期計画（平成22～26年度）を策定し、包括的な視野から総合的な次世

代育成支援施策を推進する。 

 策定の背景 
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支援施策を推進 

大阪市児童育成 

計画（Ｈ10～17） 

大阪市青少年育成

計画（Ｈ4～17） 

国の新待機児童ゼロ 
作戦の趣旨をふまえた

「保育計画」を含む 

国の「健やか親子21」

（H13～26）の趣旨を 

ふまえ推進 

策定体制 
  
大阪市次世代育成支援対策推進会議 
 ○学識経験者、次世代育成支援に関する団体の代表者、市民代表等の外部委員で構成 

大阪市次世代育成支援施策推進本部会議 
 ○こども青少年局及び関係局の部長級以上の職員で構成する庁内組織 
 ○推進本部会議に関係局課長級の職員で構成するプロジェクト会議を設置し、全庁的な調

整や課題整理、方針案の作成などを行う 

PDCAサイクルの確立 
 ○計画を実効あるものとするため、指標や目標を設定し、施策の進捗状況の把握及び基本理

念の達成に向けた効果検証を行い、計画の見直しや施策の改善、充実を図る。 
 ○毎年度、取組みの進捗管理を行うとともに、計画期間の中間年において、指標や目標の達

成状況を把握し、必要な見直しを行う。 

 
 

基本理念 計画体系 

施策の４つの基本方向 

めざすべき目標像 

はぐくみ指標 

基本施策 

施策目標 

個別の取組み 

 目標 

○基本理念の実現に向け、４つの施策の基

本方向ごとに設定する「めざすべき目標

像」を共有しながら、それぞれの施策を

推進する。 

○「めざすべき目標像」の達成状況を数値

でわかりやすく示すものとして「はぐく

み指標」を設定する。 

○基本理念の実現には、行政だけでなく市

民や関係機関、企業等と共に取り組んで

いくことが不可欠であることから、「は

ぐくみ指標」は、広く市民に向けて、行

政施策がめざすべき目標像とその達成状

況をわかりやすく示し、社会全体で目標

像の実現をめざす。  

めざすべき目標像とはぐくみ指標 

計画の位置づけ 
 ○総合計画に基づき、「元気な大阪」をめざす政策推進ビジョンをふまえ施策を推進する。 
 ○関連分野の計画と整合性を図り、次世代育成支援の視点から重点化した施策を推進する。 

 
総合計画 

 
次世代育成支援行動計画 

「元気な大阪」をめざす 
政策推進ビジョン 

○次世代育成支援の基礎となる施策を中心

に策定 
○関連する他の計画については、次世代育

成支援の視点から重点化した施策を位置

づけ、相互に補完・連携 

男女協働参画

基本計画 教育振興基本

計画（仮称） 

地域福祉計画 

障害者支援計画 
障害福祉計画 

ひとり親家庭等 
自立促進計画 雇用施策推進 

プラン 

健康増進計画 
(すこやか大阪21) 
食育推進計画 

ひとにやさしい

まちづくり 

安全なまちづ

くり基本計画 

その他、関連 
分野の計画 

計画の位置づけ 


